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あらまし  インターネットを介したオンライン市場の発展により、従来は購買者でしかなかった一
般の個人が、売り手や買い手として市場に参加することが可能となった。一方で、オンライン市場の

発展は、消費者間取引におけるリスクの増大という社会的問題を引き起こしている。例えば、代金不

払い、商品不渡し等の不正行為が一例である。オンライン市場では、取引参加者相互の評判情報を流

通する評判管理システムを用いることで、市場参加者の協調行動を促進している。本研究の目的は、

オンライン市場において売り手・買い手の取引行動や取引相手を選択する際の情報行動を分析するこ

とで、評判管理システムの有効性を検証することである。我々は、個人の利得行列が囚人のジレンマ

状況である仮想的な取引市場を構築し、被験者をもちいた実験をおこなった。実験参加者の行動を分

析することで、実際に個人が評判に基づいて取引相手を選択する際、評判を形成するどのような情報

を参考に判断し、どの情報を重要だと考えているのかを議論する。実験の結果、評判管理システムが

協調行動を促進することがわかった。また、協調的な参加者は、取引相手を選択する際、非協調行動

の回数および ID継続期間を重視して選択していることがわかった。 
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Abstract  Reputation management system is effective for promotion of cooperative behaviors in online 
transaction. In most reputation management systems, the reputation of participants in transaction are calculated 
as an accumulation or an average of the his/her evaluations. We explore the information that the participants 
emphasize in the reputation management system. To analyze effect of the reputation management system, we 
develop a C2C market platform and experiment on virtual transactions. We find that the reputation management 
system can promote cooperative behavior in online C2C markets. 
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1. はじめに  
近年、C2C 市場と呼ばれる消費者間取引の発

展が著しい。これは、インターネットの発展で

新たに出現した取引形態である。インターネッ

トの発展により、地理的制約や時間的制約、そ

して機会的制約が克服され、非常に広範な相手

と情報交換が可能になった。そのために、従来

は市場化が困難であった消費者間の商取引が可

能になったといえる。例えば、eBay や Yahoo な
どの消費者間オークションが事例として挙げら

1 

研究会temp
テキストボックス
2005－IS－91（2）　2005／3／15

研究会temp
テキストボックス
社団法人　情報処理学会　研究報告IPSJ SIG Technical Report

研究会temp
テキストボックス
－9－



 

れる。  
一方で、C2C 市場の発展は、取引におけるリ

スクの増大という社会的問題を引き起こしてい

る。例えば、代金不払い、商品不渡し等の不正

行為が一例である。これは、オンライン取引が、

匿名性や、参加・離脱が容易であるといった特

徴を持つため、売り手・買い手の双方に、貢献

することなく、サービスや財を受け取りたいと

いう、非協調行動への誘引が働くからである。

そのため、市場において、参加者の協調行動を

出現させ、非協調行動を抑制するためのマネジ

メントシステムが必要となる。多く市場におい

て、市場の参加者が取引相手を相互に評価し、

その評価を共有する評判管理システムが協調行

動を促進のために採用されている。  
オンライン市場において、評判管理システム

が存在することで、協調行動が促進されること

は 多 く の 研 究 に よ っ て 指 摘 さ れ て い る

(Kollock,1999)(Yamamoto et. al. 2004)。実際に、
さまざまな形態のオンライン市場において評判

管 理 シ ス テ ム は 導 入 さ れ て い る

(Dellarocas,2003)。オンライン市場の代表的な事
例であるオークションサイトにおいても評判管

理システムは導入されている。多くの評判管理

システムでは、評判値の算出にあたって、個々

の取引に対する評価を点数化し、その平均や累

積を評判値として提示している（高橋・臼

井 ,2003)。また、過去の取引履歴や自由入力に
よるコメントなども参照可能である。では、利

用者が評判管理システムを用いるときに、どの

ような情報を参考にし、また何を重要と考える

のであろうか。本研究では、仮想的な取引市場

を構築し、被験者を用いた取引実験をおこなう。

個人の情報閲覧行動と協調行動の進化の関係を

明らかにすることでオンライン市場において評

判情報を提示する際の指針が得られると考えら

れる。  

2. 評判管理システムと協調の進化  
オンライン市場における協調の進化と評判

管理システムの有効性を議論する研究としては、

ケーススタディによるアプローチ、計算機実験

によるアプローチ、実験的アプローチが代表的

である。  
ケーススタディによるアプローチとしては、

McDonald(2002)は、eBay を対象に出品者の評判
と販売価格を調査し、評判の高い売り手は同一

商品でも他者より高い価格で販売できると報告

した。また、Resnick and Zeckhauser(2001)は、
eBay の取引および相互評価を調査し、肯定的な
意見が 99%を超えていると報告している。  
また、計算機実験によるアプローチも多くの

研究者に採用されている。3 節で詳細に議論す
るが、オンライン取引はゲーム理論によるモデ

ル化が可能であり、ゲーム理論を基盤とした研

究が盛んである。Yamamoto et. al.(2004)は、囚
人のジレンマを基盤にエージェントモデルを構

築し、計算機実験をおこなった。計算機実験の

結果から、Yamamoto et. al.(2004)は、参加者の
流入出の盛んな市場では、協調行動をとった取

引相手の情報を流通させるポジティブ評判シス

テムが有効であり、参加者の流入出の少ない市

場では、非協調行動をとった取引相手の情報を

流通させるネガティブ評判システムが有効であ

ることを示した。  
実験的なアプローチで協調行動の進化に関

して議論している研究には多くの先行研究があ

る。松田・山岸 (2001)は、相手への依存度を選
択できる囚人のジレンマを想定し、協調が進化

することを明らかにしている。また、小林・大

浦 (2004)は所属集団の変更ができる社会的ジレ
ンマ実験を行い、所属集団内での全員一致での

協力という経験が、プレイヤーの協力行動選択

に正の影響を与えていることを示した。一方で、

オンライン取引における協調問題に焦点を当て

た実験的アプローチの研究としては、高橋・臼

井 (2003)の実験がある。高橋・臼井 (2003)は、仮
想的なネットオークション市場の上で実験をお

こない、評判管理システムの存在によって提供

される財の質が向上することを示した。  
しかし、これらの先行研究では、実際に個人

が評判に基づいて取引相手を選択する際、評判

を形成するどのような情報を参考に判断し、ど

の情報を重要だと考えているのかを議論するこ

とができない。我々は、仮想的な取引市場を構

築し、実験的アプローチを用いることで、個人

が取引においてどのようにふるまい、どのよう

な情報を参照しているのかを明らかにする。ま

た、実験後に質問紙調査をおこなうことで、個

人が取引相手選択において重視している情報を

分析する。  
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3. オンライン市場のモデル化  
本節では、オンライン市場が囚人のジレンマ

を用いて表現可能であることを議論し、取引参

加者の取引行動および情報行動を分析するため

の取引実験システムの構築をおこなう。  

3.1. オンライン取引と囚人のジレンマ 
オンライン取引は、匿名性や、参加・離脱が

容易であるといった特徴を持つ。そのため、売

り手・買い手の双方に、貢献することなく、サ

ービスや財を受け取りたいという、非協調行動

への誘引が働く。つまり、売り手には、商品を

渡すことなく代金を受け取ろうという誘引が働

き、買い手には、代金を払うことなく商品を受

け取ろうという誘引が働く。これは、囚人のジ

レンマ構造としてモデル化可能である。囚人の

ジレンマとは、一般に次のように定義できる (鈴
木 ,1994)。プレイヤー1 とプレイヤー2 の 2 人の
行為者がいる。プレイヤー間のコミュニケーシ

ョンは存在しない。2 人のプレイヤーは、とも
に 2 つの行為 C,D を選択できる。その組合せに
よって生ずる 4 つの状態に対する利得が表  1の
ような利得行列によって表される。ここで、こ

こで、 は、プレイヤー1 が C または
D の行為を選択した際に得る利得であり、

はプレイヤー2 が得る利得である。 

1111 ,,, WTSB

2222 ,,, WTSB

表  1：囚人のジレンマの利得行列  

 プレイヤー2 の行動  
 C D 
C S1, S 2 W 1, B 2プレイヤー 1

の行動  D B1, W 2 T 1, T 2

 
このとき、利得の大きさが、以下の条件を満

たすとき、囚人のジレンマという。  
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オンライン取引と、囚人のジレンマは、次の

ように対応する。  
売り手にとっての協調行動は、商品を買い手

に渡すことであり、非協調行動は、商品を買い

手に渡さないことである。買い手にとっての協

調行動は、代金を売り手に払うことであり、非

協調行動は、代金を売り手に払わないことであ

る。  
こうした環境下では、常に協調行動をとる行

為者を仮定すると、非協調行動をとる行為者に

搾取されつづけてしまう。そのために、協調行

動をとる行為者（市場参加者）を保護し、非協

調行動をとる行為者を排除するためのシステム

が必要となる。  

3.2. 取引の定式化  
本研究において、取引参加者は売り手または

買い手である。取引される財の価格を P、財の
生産コストを C、買い手にとっての財の効用を
V と表現する (V>P>C>0)。売り手にとってのペ
イオフ (B, S, T, W)は (P,P-C,0,-C)となる。売り手
が非協調をとり買い手が協調をとったとき（売

り手は商品を渡さず、買い手は代金を払う）、売

り手は生産コストを負担せずに代金だけ受け取

ることになるので P の利得を得る。売り手・買
い手ともに協調したときには、価格から生産コ

ストを減じた P-C が利得となり、お互いに非協
調の時には取引がおこなわれないため利得は 0
である。また、売り手のみ協調のときには、生

産コストを負担し収入がないため、-C が利得と
なる。買い手にとってのペイオフは (V, V-P, 0, 
-P)となる。買い手が非協調で売り手が協調のと
き（売り手は商品を手渡し、買い手は代金を払

わない）、代金を払わずに財の効用を得ることが

できるので V の利得を得る。お互いに協調した
ときには、効用から価格を減じた V-P が利得と
なり、お互いに非協調の時には取引がおこなわ

れないため利得は 0 である。買い手のみが協調
するときには代金を支払い商品が受け取れない

ので利得は、-P である。また、本研究では、効
用は価格の高い物ほど高いと仮定し、V=αP と
おく。α (1<α )を効用係数と呼ぶ。また、高い
財の生産にはよりコストがかかるとして C=βP
とおく。β (0<β<1)をコスト係数と呼ぶ。  
以上の議論から、売り手・買い手の利得は表

2 のようにまとめられる。  

表  2：取引実験における利得行列  

 買い手  
協調  

買い手  
非協調  

売り手

協調  
買い手： (α -1)P 
売り手： (1-β )P 

買い手：αP 
売り手： -βP 

売り手

非協調

買い手： -P 
売り手：P 

買い手：0 
売り手：0 

 

4. 取引実験システムの構築  
取引実験の参加者は、事前に決められた売り
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手あるいは買い手のうちどちらか一方でのみ取

引できる。取引実験システムにおける仮の名前

（ ID）はシステムにより自動的に付与される。
実際の C2C オンライン取引では、売り手による
商品の市場への投入、買い手による入札、売り

手による応札は、それぞれ非同期的に行われる

が、取引の簡単化のため、同期的に行われるこ

ととした。また、買い手の複数入札、売り手の

複数応札ができることとした。各期の最後（応

札後）に、売り手と買い手は、取引結果の閲覧

と、オンライン市場で用いる仮の名前（ ID）の
変更に関する意思決定を行う。ID を変更する場
合、新しい ID はシステムにより自動的に付与

される。  
参加者の取りうる行動は、協調（支払う、発

送する）、非協調（支払わない、発送しない）で

ある。また、参照できる情報は、各参加者個別

の取引履歴の詳細、価格、協調回数、非協調回

数、評判、ID 継続期間、取引回数、それぞれに
よる取引相手の並べ替えである。  
なお、取引履歴の詳細は、過去の取引におい

てどのような行動を取ったのかをログとしてみ

ることができる。評判の算出方法は、協調回数

から非協調回数を減じたものである。  

4.1. 取引手順  
取引は (a)売り手による価格決定、(b)買い手に

よる入札、(c)売り手による応札、(d)売り手と買
い手による結果の閲覧と ID の変更、により構

成される。実験においては、管理者により取引

過程の進行が同期的に行われる（図  1）。実際の
オンライン取引システムでは、管理者を介さな

い取引が参加者間で非同期行われているが、参

加者の取引行動や情報行動の基本的な性質の分

析のため、非同期の参加者間相互作用がデータ

に影響を及ぼさないよう、同期的な取引手順と

した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  1：取引手順の概要  

価格決定（図１ (a)）において、売り手は定め
られた価格の範囲で販売する商品の価格を決定

する（例えば 100 円から 800 円の間、など）。こ
こで、この取引システムでは、商品が販売でき

た場合、価格のうち定められた割合の金額が売

り手の利益となると仮定している。これは価格

が高い贅沢品は、販売価格と生産費用との差、

つまり生産者余剰が大きいと考えられるためで

ある。そのため、できるだけ高い価格の商品を

販売することにより、多くの利益が得られる。

しかし、高い価格の品物を買い手に渡し、支払

いを受けることができなければ損害は大きくな

る。つまり、高い価格を設定すれば、ハイリス

ク・ハイリターン、低い価格を設定すれば、ロ

ーリスク・ローリターンの取引となる。  
入札（図１ (b)）において、買い手は、売り手

に関する情報を閲覧し、入札する売り手を選択

し、協調（支払う）か非協調（支払わない）か

決定する。複数入札の際には入札する売り手す

べてに対して、協調あるいは非協調という行動

をとるものとする。  
応札（図１ (c)）において、売り手は、買い手

に対する情報を閲覧し、応札する買い手を選択

し、協調（発送する）か非協調（発送しない）

か決定する。複数応札の際には応札する買い手

すべてに対して、協調あるいは非協調という行

動をとるものとする。  
応札が成立した取引の売り手と買い手のペ

アは、双方の行動によるペイオフ値にもとづき

正あるいは負の利得を得る。また、双方の行動

は取引実験システムに記録される。これは、取

引相手が良い行動を取った場合には良い評価を、

そうでない場合は悪い評価を、それぞれオンラ

イン取引システムが記録することに対応してい

る。  
結果の閲覧・ID の変更（図１ (d)）において、

売り手と買い手は、取引結果の確認と、仮の名

前（ ID）の変更についての意思決定ができる。
非協調行動の履歴により誰も入札、あるいは応

札しない状況となった場合には、 ID を変更し、
その履歴を消去できる。  

4.2. 取引システムの概要  
実際のオンライン取引システム（ eBay や

Yahoo Auction など）はインターネットを介した
クライアント･サーバシステムで構築されてい

る。そのため、本研究の取引実験システムも、

売

価格決定

入札

「価格決定してください」

「入札してください」

「応札してください」

応札

「結果を見てください」

結果の閲覧・IDの変更結果の閲覧・IDの変更

「価格決定してください」

価格決定

り手の行動 買い手の行動管理者の行動

１ラウンド

(a)

(b)

(d)

(c)

(d)

(a)(a)
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ウェブサーバ（Apache）とサーバサイドのプロ
グラミング言語（PHP）、データベース（MySQL）
を用いて構築した（図２）。これにより、実際の

取引システムに近い状態で実験を行うことがで

きる。インターネットに接続されたコンピュー

タのみで、被験者が実験に参加することができ

るため、大学などのコンピュータ演習室を利用

して、特別な実験装置を用意することなく実験

を行うことができる。また、管理者による取引

過程の進行やデータの保存なども、ウェブブラ

ウザのみで行うことができる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  2：取引実験システムの概要   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  3：取引実験システムの画面例（入札）  

また、図 3 に取引画面の一例として、買い手
の入札画面を示す。買い手は情報参照ボタン群

を用いて、取引相手候補の過去の行動履歴を参

照し、入札すべき売り手を選択することができ

る。図 4 は行動選択画面である。ここで、買い
手は取引の際の行動を決定する。  

 
行動（協調・非協調）の決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  4：取引実験システムの画面例（行動決定） 

5. 取引実験  
4 節で構築した取引実験システムを用いて、

取引実験をおこない、参加者の行動および情報

行動を分析することで、評判管理システムの有

効性を検証する。実験は都内 S 大学の 2 年生 37
名を対象におこなった。実験実施者によって、

売り手 19 名・買い手 18 名にランダムに振り分
けられた。実験開始前に、システムの操作に慣

れるため 3 ラウンドの取引実験をおこなう。そ
の後、10 ラウンドの取引実験をおこなう。ただ
し、実験参加者が繰り返し回数を知ることによ

って行動に影響を与えることが考えられるので、

実験参加者は、繰り返し回数を知らされていな

い。  
また、取引実験において得た利得が高い参加

者のうち売り手・買い手それぞれ 5 名に報酬を
支払うことでインセンティブを与えた。  
本論文では、取引において参加者がとる協

調・非協調の行動を取引行動と呼び、入札・応

札の際に情報を閲覧する行動を情報行動と呼ぶ。 

情報参照ボタン群

5.1. 取引行動の分析  
図  5は、参加者の協調行動の回数と非協調行

動の回数の時間変化を示したものである。実験
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の進行と共に協調行動が増加していることがわ

かる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  5：協調行動と非協調行動の変化  

図  6 は、売り手が提示する価格の平均値の時
間変化である。初期の状態では安い価格で買い

手から入札を受けやすくし、徐々に高い価格を

提示して利得を増やしていると考えられる。  
図  6は、参加者が得た総利得と、行動全体の

うち協調行動の比率を示したものである。参加

者の行動と利得の関係を、グループ A,B,C のよ
うに３タイプに分類する。グループ A には全体
の大多数である 32 名が属し、協調確率の高い参
加者ほど利得が高くなっている。グループ B に
は 3 名が属し、協調行動もとるが非協調行動も
交えて取ることで高い利得を得ている。グルー

プ C には 2 名が属し、常に非協調行動をとって
いる。しかし高い利得は得ることができないこ

とがわかる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  6：利得と協調行動の関係  

5.2. 情報行動の分析  
続いて、参加者が取引相手を選択する際、ど

のような情報を参照しているかを分析する。売

り手・買い手をあわせて、実験中に 739 回の情
報参照がなされた。また、そのうち価格の参照

は 5 回であった。価格の参照回数が極端に少な
いことは、取引相手の選択において、協調的な

参加者を探すことが重視されていることを示し

ている。図  7および図  8は、参加者の情報参照
の時間変化である。価格の参照に関しては省略

してある。また、1 ラウンドにおいては情報が
存在しないため情報の参照はおこなわれていな

い。グラフは 2 ラウンド以降の結果を示してい
る。  
図  7は、常に協調行動をとった参加者の情報

行動の変化である。評判や協調回数と比較して、

非協調回数や ID 継続期間の情報を参照する回

数が多いことがわかる。  
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図  7：常に協調行動をとる参加者の情報行動  

図  8は、実験中に 1 回以上非協調行動をとっ
た参加者の情報行動である。協調回数の参照回

数が多いことがわかる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  8：非協調行動をとった参加者の情報行動  

図  9は、参加者の情報行動の累計である。常
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に協調行動をとっている参加者は、非協調回数

および ID 継続期間を重視していることがわか

る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  9：参加者の情報行動の累計  

また、実験終了後に実験参加者に対していく

つかの質問をおこなった 1。『相手を選択する

ときにどの情報を「一番重視」しましたか？』

という質問項目に対する回答をまとめたものが

図  10である。実験中に参照された情報とほぼ同
様の傾向がみられる上に、非協調行動をとった

ことのある参加者と比較して、常に協調する参

加者は、非協調回数と ID継続時間を重視してい
ることがより明らかに現れている。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  10：参加者が重視した情報  

表  3：参加者が有利と考える戦略   

戦略  人数

常に協調的に振舞う  18
最初のうち協調的に振舞い、評判を上

げてから大きな取引で裏切る  
14

ID を変えつつ裏切り続ける  2
その他  2

                                                                                                         
1  37 名の参加者のうち有効回答数 36 

『どのような行動指針（戦略）が一番得点を

稼ぐのに有利だと思いますか。自由にお答えく

ださい。』という質問項目に対する回答は表 3
に示すように 3 つのタイプに大別できた。  

0

6. 考察  
図  5および図  6が示すように、評判管理シス

テムが存在することで、非協調行動をとった参

加者を判別することが可能になり、協調行動が

促進されていることがわかる。本システムで提

示した単純な評判情報によっても参加者に協調

行動を促す効果があることが示唆されている。  
図  6は非常に興味深い結果である。参加者の

大多数を占めるグループ A を見ると、協調的に
振舞うことは高い利得上げること有効であると

考えられる。これは評判管理システムが市場に

おいて協調行動を促進している効果であると考

えられる。しかし、グループ B をみると非協調
行動をとりつつ高い利得を得ている。グループ

B の参加者にインタビューしたところ、協調行
動で評判を上げたのち非協調で高い利得を得る

という行動をとっていた。表 3 の結果からも示
唆されるように、評判管理システムが存在して

いても、初期のうちに協調行動をとることで評

判を上げ、その後大きな取引で非協調行動をと

ることで高い利得を得ることが可能であること

を示している。  
実際に、このような行動戦略によって高い利

得を得るという事件も発生している 2。この事

件は、初期のうちは「わがままを聞いてくれた」

「迅速な対応で非常に満足」など、落札者の好

評が並んでいたが、その後、大量の商品を出品

し、代金の振込みがあった後に連絡を絶つとい

う手口である。このように一部の参加者の悪意

のある戦略的な行動を評判管理システムだけで

完全に防止することは困難であるといえる。こ

れは法制度など外部の仕組みとの統合で対応す

る必要があると考えられる。  
また、図  7以降の情報行動の分析によって、

常に協調行動をとる協調参加者と 1 回以上非協
調行動をとった非協調行動参加者の間に興味深

い差異があることがわかった。情報行動におい

て、全ての参加者は協調回数および評判を参照

していることがわかる。その上で、図  9、図  10
が示すように、協調参加者は ID 継続期間およ

び非協調回数を重視している。このことは協調

 
2  2005/1/13 朝日新聞オンライン (Asahi.com) 
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参加者が、リスク回避型の相手選択を選好する

ことを示唆している。  
協調参加者を保護する評判管理システムを

設計する際には、評判を算出する際に、参照す

る履歴を長期間保持することが重要になる。ま

た、長期間継続している参加者でも取引に参加

していない、もしくは取引相手として選択され

ない参加者は、取引の上でリスクが高いと考え

られる。よって今後、評判管理システムが提示

する評判値の算出には「非協調数」「 ID 継続期
間期間」「取引数」を要素とした値を用いること

が協調行動の促進に効果的であろう。  
しかし、現実の市場においては、ID 継続期間

が短い参加者は新規参入者の可能性もある。本

実験では ID 継続期間が短いということは ID を
故意に変更したとわかっているので、ID 継続期
間が協調的参加者の目安とみられていたとも考

えられる。この制約は本実験の限界であり、 ID
継続期間の効果に関しては更なる検討が必要で

あると考えられる。また、本実験では、行動が

正確に評判管理システムに蓄積されると仮定し

ているが、実際には評価者の主観によって評価

はなされる。宮田・池田 (2001)が示すように取
引相手からの報復的な評価を恐れることから寛

容 な 評 価 を す る 可 能 性 も あ る 。 ま た 、

Dellarocas(2000)が議論しているように、不公平
な評価に対する頑健性に関する考察も必要であ

る。本研究では、参加者の情報行動に主眼をお

き分析するために、評価者が評価するという動

作は組み込まなかったが、今後の課題として、

実験参加者が主観的に相手を評価する仕組みを

導入することを検討している。  

7. まとめ  
我々は、オンライン取引において、協調の促

進に対する評判管理システムの効果を分析し、

更に、参加者の情報行動を明らかにするために、

取引実験システムを構築し、被験者を用いた仮

想的な取引実験をおこなった。評判管理システ

ムが存在することで、ID が変更可能な囚人のジ
レンマ状況においても 80%以上の行動が協調行
動となり、評判管理システムが協調行動を促進

することがわかった。また、参加者の情報行動

を分析することで、協調的な参加者は、取引相

手の非協調回数および ID 継続期間を重視して

いることがわかった。本実験においては実験参

加者が一定であることが被験者にわかっている

ため、参加者の流入出がない市場と想定される。

この結果は、Yamamoto et. al.(2004)が指摘して
いるように、参加者の流入出の少ない市場では、

非協調行動をとった取引相手の情報を流通させ

るネガティブ評判システムが有効であることを

示唆している。今後の課題としては、参加者の

流動的な新規参加や退出が可能な環境において

実験をおこなうことで情報行動の変化を考察す

る必要がある。個人が取引においてどのように

振舞い、どのような情報を参照しているのかを

明らかにしたことで、オンライン市場における

評判管理システムの設計に重要な指針を得るこ

とができた。  
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